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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 21,040 21,226 23,368 22,346 22,310

経常利益 （百万円） 1,787 1,803 2,020 1,454 1,287

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 972 1,119 1,140 925 648

包括利益 （百万円） 996 1,301 1,333 1,215 311

純資産額 （百万円） 33,689 34,549 35,345 36,327 36,085

総資産額 （百万円） 40,408 41,891 43,681 44,435 44,583

１株当たり純資産額 （円） 2,218.51 2,278.78 2,331.28 2,396.12 2,394.32

１株当たり当期純利益

金額
（円） 64.17 73.84 75.21 61.05 42.82

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 83.2 82.5 80.9 81.8 80.9

自己資本利益率 （％） 2.9 3.3 3.3 2.6 1.8

株価収益率 （倍） 15.2 13.3 14.5 20.0 24.1

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 1,930 1,691 1,311 2,520 1,570

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △2,769 △160 1,371 △1,014 △3,194

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △390 △396 △386 △424 △570

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 6,343 7,478 9,775 10,858 8,663

従業員数 （人） 621 623 635 634 632

　（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

３　第60期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位へ変更しております。なお、比較を容易にするため、

第59期以前についても百万円単位に組替えて表示しております。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 18,848 19,124 21,125 20,121 20,427

経常利益 （百万円） 1,713 1,738 1,836 1,298 1,282

当期純利益 （百万円） 910 1,054 1,001 797 646

資本金 （百万円） 3,387 3,387 3,387 3,387 3,387

発行済株式総数 （株） 15,732,000 15,732,000 15,732,000 15,732,000 15,732,000

純資産額 （百万円） 33,967 34,816 35,631 36,497 36,384

総資産額 （百万円） 39,542 41,120 42,642 43,216 43,403

１株当たり純資産額 （円） 2,240.40 2,296.39 2,350.20 2,407.32 2,414.15

１株当たり配当額
（円）

25.0 25.0 27.5 27.5 30.0

（内１株当たり中間配当
額）

(12.5) (12.5) (12.5) (12.5) (15.0)

１株当たり当期純利益金額 （円） 60.03 69.55 66.07 52.59 42.73

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 85.9 84.7 83.6 84.5 83.8

自己資本利益率 （％） 2.7 3.1 2.8 2.2 1.8

株価収益率 （倍） 16.3 14.2 16.5 23.2 24.2

配当性向 （％） 41.6 35.9 41.6 52.3 70.2

従業員数 （人） 514 518 526 531 527

　（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

３　第60期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位へ変更しております。なお、比較を容易にするため、

第59期以前についても百万円単位に組替えて表示しております。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和29年12月 東京都中央区日本橋室町に硬質エンビ工業株式会社を設立

 埼玉県北足立郡戸田町（現　戸田市）に戸田工場を開設

昭和30年１月 水道用塩化ビニル製成形継手の製造・販売を開始

昭和31年４月 東京都中央区日本橋室町に東京営業所（現　東京支店）を開設

昭和32年２月 福岡市に九州出張所（現　九州支店）を開設

昭和33年１月 戸田工場が水道用硬質塩化ビニル管継手の日本工業規格表示工場許可を取得

　　　　８月 大阪市に大阪出張所（現　関西支店）を開設

昭和36年７月 商号を前澤化成工業株式会社に変更

昭和38年９月 名古屋市に名古屋出張所（現　中部支店）を開設

昭和39年９月 「合成樹脂製量水器ボックス」、「止水栓ボックス」を開発し、販売を開始

昭和40年９月 「水栓柱」を開発し、販売を開始

昭和42年９月 広島市に広島出張所（現　中国支店）を開設

昭和43年２月 本社を埼玉県戸田市より東京都中央区京橋に移転

　　　　４月 仙台市に仙台営業所（現　北日本支店）を開設

昭和44年11月 埼玉県大里郡妻沼町（現　熊谷市）に妻沼工場を開設

昭和48年２月 戸田工場が排水用硬質塩化ビニル管継手の日本工業規格表示工場許可を取得

昭和49年６月 妻沼工場が水道用硬質塩化ビニル管の日本工業規格表示工場許可を取得

昭和53年７月 「水道用合成樹脂製バタフライ弁」を開発し、販売を開始

昭和55年５月 排水用継手「ＶＵ継手」を開発し、販売を開始

昭和56年10月 プラント用バルブ「ＭＳバルブ」（商品名）を開発

昭和57年８月 「宅内排水用インバート継手」を開発し、販売を開始

 「水道用合成樹脂製ソフトシール仕切弁」を開発し、販売を開始

昭和62年６月 「合成樹脂製公共マス用小型取付マス」を開発し、販売を開始

平成元年４月 特定建設業（管工事業）の東京都知事許可を取得

平成４年７月 「下水道用樹脂製小型マンホール」を開発し、販売を開始

　　　　８月 「合成樹脂製大型量水器ボックス」を開発し、販売を開始

平成５年９月 株式を日本証券業協会に店頭登録

平成６年２月 排水用吸気弁の建設大臣認定を取得、販売を開始

平成７年４月 妻沼工場内に技術研究棟を建設

平成８年４月 樹脂製排水マス及びマンホール、日本下水道協会規格を取得

平成11年３月 品質システム「ISO-9001」を認証取得

 本社を東京都中央区京橋より東京都中央区八重洲に移転

平成12年２月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場

　　　　６月 特定建設業、一般建設業の建設大臣許可を取得

平成13年１月 「基礎貫通スリーブ」を開発し、販売を開始

　　　　３月 株式を東京証券取引所市場第一部に上場

平成14年３月 埼玉県妻沼工業団地内に「妻沼第二工場」を建設、稼働開始

　　　　４月 東京支店と北関東支店を統合、関東支店とし、全国を６支店（北日本支店、関東支店、

中部支店、大阪支店、中国支店、九州支店）に改組

　　　　７月 「ビニヘッダー」を開発し、販売を開始

　　　　10月 環境マネジメントシステム「ISO-14001」を認証取得

平成15年10月 品質システム「ISO-9001：2000」へ移行

平成16年４月 「ビニ内副管」を開発し、販売を開始

平成17年９月 妻沼第二工場　第二期増設工事完成。新生「熊谷第一・第二工場」稼動開始

平成20年１月 共和成型株式会社（現　株式会社新潟成型）の株式を90％取得し、連結子会社とする

　　　　７月 全国の支店を北日本、北関東、東京、中部、大阪、中国、九州の７支店に改編

平成21年４月 担体流動処理システム　アジティスの販売を開始

 全国７支店の大阪支店を関西支店と改称する

平成22年５月 本社を東京都中央区八重洲より東京都中央区日本橋本町に移転

平成23年５月 中国に現地合弁会社「浙江前泽嘉盛排水材料有限公司」を設立

平成24年10月 連結子会社「共和成型株式会社」の商号を「株式会社新潟成型」に変更

平成25年２月

平成27年11月

連結子会社「株式会社新潟成型」を100％子会社とする

熊谷第一工場　新棟建設工事完成　稼働開始
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社と連結子会社１社により構成されており、上・下水道関連製品及び各種プラスチック製品

の製造販売と、水処理関連施設の設計、施工、維持管理等を行っております。

　主要な事業内容は、次のとおりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。

 

（１）管工機材分野・・・・・・主に当社が製造・販売しております。

　　　　上水道関連・・・・・・水道用硬質塩化ビニル管・継手、量水器ボックス、水栓柱、水道用樹脂製バルブ

　　　　下水道関連・・・・・・下水道用硬質塩化ビニル管・継手、塩ビ製インバートマス、塩ビ製小型マンホール

　　　　　　　　　　　　　　　基礎貫通スリーブ、ビニヘッダー

　　　　その他・・・・・・・・グリーストラップ、プラント用樹脂製バルブ、水栓パン

 

（２）水処理分野・・・・・・・主に当社が設計、施工、維持管理を行っております。

　　　　水処理関連・・・・・・大型合併処理浄化槽、産業排水処理施設

 

（３）各種プラスチック成形分野・・主に連結子会社である㈱新潟成型が、受注生産・販売しております。

　　　　各種プラスチック成形品・・住宅設備製品部材、各種プラスチック製品部材

 

　事業の系統図は次のとおりであります。

 

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
又は被所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）

㈱新潟成型

（注）

新潟県燕市 88
各種プラスチック成

形分野
100.0

役員の兼任あり。

資金援助あり。

　（注）　有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

（平成28年３月31日現在）
 

セグメントの名称 従業員数（人）

管工機材分野 509

水処理分野 18

各種プラスチック成形分野 105

合計 632

　（注）　従業員数は就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

（平成28年３月31日現在）
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

527 40.10 15.69 6,149

 

セグメントの名称 従業員数（人）

管工機材分野 509

水処理分野 18

合計 527

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

　　　　２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　昭和32年２月11日に結成され、日本化学エネルギー産業労働組合に所属しております。平成28年３月31日現在の

組合員数は、194人であります。なお、労使関係は良好に推移しており、過去に紛争、争議等の行為はありませ

ん。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善を背景として緩やかな回復が続きまし

たが、中国をはじめとする新興国経済の減速がみられ、先行きの不透明さを感じさせる状況で推移いたしました。

当社グループと関連の深い上水道・下水道業界および住宅機器関連業界におきましては、新設住宅着工戸数が前

年比で若干の増加傾向となり、概ね堅調に推移いたしました。

このような状況の中で当社グループは、引き続き住環境改善製品や雨水関連製品、排水処理システムなどの積極

的な拡販に努めましたが、当連結会計年度の業績は、売上高223億10百万円（前期比 0.2％減）となりました。

また、熊谷第一工場の建て替え完了により減価償却費を計上したほか、解体撤去費用や設備移設費用等に係る特

別損失２億78百万円を計上した結果、営業利益10億66百万円（同 8.3％減）、経常利益12億87百万円（同 11.5％

減）、親会社株主に帰属する当期純利益６億48百万円（同 30.0％減）となりました。

 

各セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、当連結会計年度より、報告セグメント区分の変更及び名称の変更を行っております。前期比較について

は、前連結会計年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。詳細は、「第５　経

理の状況　１　連結財務諸表等、（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」の「１．報告セグメント

の概要（２）報告セグメントの変更等に関する事項」に記載しております。

 

 ①管工機材分野

管工機材分野におきましては、新設住宅着工戸数が比較的堅調に推移したこともあり、「基礎貫通スリーブ」や

「排水用吸気弁」等付加価値の高い住環境改善製品の一部は売上を伸ばしておりますが、汎用品等におきまして、

年々競合他社との競争が激しくなっており、全般的に厳しい事業環境が続いております。

その結果、売上高は195億35百万円(前期比 0.4％減)、セグメント利益は12億85百万円（同 12.0％増）となりま

した。

 

 ②水処理分野

水処理分野におきましては、低コスト・省エネルギー化を実現する排水処理システム「アジティス」をはじめと

する多様な水処理システムの積極的な提案活動と、将来を見越した物件受注を目指してまいりました。

その結果、売上高は８億91百万円（前期比 77.5％増）、セグメント損失は２億24百万円（前期は１億40百万円の

セグメント損失）となりました。

 

 ③各種プラスチック成形分野

各種プラスチック成形分野におきましては、住宅設備製品部材において、需要低迷により一部大口顧客からの受

注が減少したことや、各種プラスチック製品部材において予定案件の遅れがあったこと等の影響により、売上が減

少いたしました。

また、売上の減少にともない原価率が上昇し利益も減少いたしました。

その結果、売上高は20億61百万円（前期比 11.5％減）、セグメント利益は５百万円（同 95.8％減）となりまし

た。

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は86億63百万円となり、前連結会

計年度末と比べ21億94百万円の減少となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、15億70百万円の収入となりました（前期は25億20百万円の収入）。これ

は主に、未払消費税等が減少したこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、31億94百万円の支出となりました（前期は10億14百万円の支出）。これ

は主に、有形固定資産の取得による支出が増加したこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、５億70百万円の支出となりました（前期は４億24百万円の支出）。これ

は主に、配当金の支払等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

イ　生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

　前年同期比（％）

　管工機材分野　　　　　　（百万円） 18,840 98.2

　水処理分野　　　　　　　（百万円） 773 124.0

　各種プラスチック成形分野（百万円） 1,872 86.7

　合計　　　　　　　　　　（百万円） 21,486 97.8

　　（注）１．金額は、販売価格により記載しており消費税等は含まれておりません。

　　　　　２．当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前期比較については、前期の数値を変更後

　　　　　　　のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

 

ロ　商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

　前年同期比（％）

　管工機材分野　　　　　　（百万円） 330 102.8

　水処理分野　　　　　　　（百万円） 83 －

　各種プラスチック成形分野（百万円） 89 83.5

　合計　　　　　　　　　　（百万円） 503 117.5

　　（注）１．金額は、仕入価格により記載しており消費税等は含まれておりません。

　　　　　２．当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前期比較については、前期の数値を変更後

　　　　　　　のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

 

 (2）受注状況

　当社グループの主要製品は大部分が見込生産でありますが、一部（水処理装置及びプラスチック成形分野）につ

いては、受注生産を行っております。

セグメント別
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

前年同期比（％）

水処理分野 受注高　（百万円） 637 104.0

（水処理装置） 受注残高（百万円） 80 44.1

各種プラスチック成形分野
受注高　（百万円） 1,883 84.6

受注残高（百万円） － －

　　（注）１．金額は、販売価格により記載しており消費税等は含まれておりません。

　　　　　２.「各種プラスチック成形分野」の受注高は、販売実績と一致しております。
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(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

　前年同期比（％）

　管工機材分野　　　　　　（百万円） 19,535 99.6

　水処理分野　　　　　　　（百万円） 891 177.5

　各種プラスチック成形分野（百万円） 1,883 84.6

　合計　　　　　　　　　　（百万円） 22,310 99.8

　　（注）１.セグメント間の取引については相殺消去しております。

　２.金額には、消費税等は含まれておりません。

　３.最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

　　 であります。

 
相手先

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

渡辺パイプ株式会社 2,203 9.86 2,301 10.32
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３【対処すべき課題】

　わが国経済は、足元では緩やかに回復しつつあるものの、新興国経済の影響が不透明であることのほか、長期的に

は人口減少・少子高齢化の進展等大きな課題を抱えており、また当社グループをとりまく経営環境においても、中長

期的に、新設住宅着工戸数の減少にともなう関連市場の縮小が予想され厳しい状況で推移するものと思われます。

　このような環境において、当社グループが持続的に成長、発展していくため、当社は、長期ビジョンおよび中期経

営計画「CHALLENGE2017（2015年度－2017年度）」を策定し、向かうべき方向性を明確にいたしました。コア事業の

強化策として水環境事業を積極的に推進していくとともに、住宅の品質向上に貢献する独自製品群の充実と、信頼の

「マエザワ」ブランド確立を目指しております。また、更なる成長を遂げるため新規事業分野への参入を進め、雨水

関連製品のほか災害対応製品やビル設備分野・都市型対応製品の販売に取り組んでおります。そして、これらの取組

みを支援するため製品構成の見直しや物流コストの最適化など収益構造の改革を行うとともに、多様な人材が活躍で

きる組織の構築と人材の専門性強化に取り組んでおります。

　中期経営計画の１年目である2015年度は、引き続き低コスト・省エネルギー化を実現する排水処理システム「アジ

ティス」等、多様な水処理システムの拡販を推進し、また、「低位吸気弁」等付加価値の高い、比較的新しい住環境

改善製品を市場へ浸透させることに努めました。さらに、一部販売不振製品の製造・販売を中止する等製品構成の見

直しに着手したほか、省エネで生産性の向上した新熊谷第一工場が稼働したことや新ＩＴシステムの構築に目途が立

つなど、収益構造の改革に相応の成果があった一方で、新規事業分野向け製品の立ち上げに時間がかかっていること

や、「各種プラスチック成形分野」において、一部大口顧客の販売低迷や、予定案件の遅れがあった影響で当社グ

ループの売上高、営業利益ともに目標未達となりました。

　中期経営計画の２年目である2016年度は、これらの課題に重点的に取り組み、雨水関連製品や災害対応製品、ビル

設備分野製品などの新規事業分野の製品を早期に市場投入し、コア事業の市場シェア確保や水環境事業の拡大により

売上高の増加をめざします。また、「各種プラスチック成形分野」について当社の他事業分野との連携強化を通じて

課題の克服を図り、製品構成の見直しや物流コスト最適化の推進によって経営基盤を強化するとともに、事業領域拡

大・強化のための体制作り、人材教育を進め、中期経営計画の達成を確実なものにしてまいります。

 

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(１) 経営成績の変動要因について

① 新設住宅の着工動向、公共投資の実施動向について

　 当社グループが取扱っている製品は、主として、住宅の水回り、或いは治水工事並びに上下水道の整備に関連

した公共事業等で用いられることから、新設住宅の着工動向、公共事業の実施動向などによって、当社グループの

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

② 原材料市況の動向について

　 当社グループでは、原材料市況の変動に応じて、販売価格への転嫁を進めておりますものの、販売先との価格

交渉の結果、販売価格への転嫁が十分に図れない場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

③ 競合について

　 当社グループが取扱っている製品のうち汎用製品については、品質面での差別化が難しく、良い価格条件を提

示した相手先から調達される傾向があります。特に規格品を製造する同業会社との間で、販売価格競争が激化した

場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

④ 工場の稼動について

　 当社グループでは更なる生産能力の増強、生産の効率化などを目的として工場を稼動しておりますが、製品需

要の低迷など、工場の十分な稼働率を確保できない状況となった場合、減価償却費負担等によって、当社グループ

の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 大規模災害による影響について

　 当社グループの生産拠点である工場で、大規模災害が発生した場合、製品の生産に支障が生じ、当社グループ

の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(２) 法的規制について

　当社グループで取扱っている上・下水道関連製品のうち、硬質塩化ビニル管、給排水用の継手、給水器具類は「水

道法」・「下水道法」、浄化槽は「浄化槽法」、水処理装置等の工事については「建設業法」の規制を受けており、

また、「住宅性能表示制度」では、住居の水回り関連の製品が性能評価の対象となっております。

　これらの関連する各法令が強化されることによって、高品質・高規格の製品を供給するための新たな技術力や生産

設備が必要となります。一方、規制が緩和されるような場合においては、後発他社の新規参入も容易となるため、品

質や機能はもとより、価格面においても競争が高まります。

　これら法的規制の動向によっては、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　研究開発活動は、合成樹脂の加工性・基礎物性改良に関する研究と製品を作り出す射出成形・押出成形・ブロー成

形用金型の設計及び新たな成形技術確立などの総合的な技術開発をベースとして、上・下水道関連製品を軸に、お客

様の目線に立った製品の開発・改良、また雨水の利用及び浸水被害対策等に有効な雨水マス、雨水浸透マスや雨水貯

留浸透ユニットなどの雨水関連製品を軸とした第三の水分野の確立、さらに第四の事業の創出による新規事業分野の

開拓に向け当社グループとしての独自製品の開発に取り組んでおります。また、将来の市場ニーズに合う製品の特性

を先取りし、市場に信頼される製品作りを確かにする為の基礎的な研究を行い、基礎体力を育み出す知的財産を蓄積

する活動を継続しております。

　次に、当連結会計年度において特に重点をおき活動した研究開発は、ビル設備分野製品において、高層から中・低

層までの集合住宅における排水通気に対応可能な「単管式排水システム　ビニコア」及びその周辺部材としての排水

用ＶＰ管に対応可能なＶＰ排水特殊継手の開発となっております。また災害対応製品を開発するための準備を行いま

した。環境問題については、エコをテーマとした省エネタイプで高性能な「高速嫌気性微生物処理法」・「汚泥原料

システム」の研究開発に努めております。また、プラスチックスのリサイクル活動に関連した成形技術の確立を進め

ております。

　当連結会計年度における研究開発費の総額は、３億29百万円（消費税等を除く）であります。なお、平成28年３月

31日現在における国内外の産業財産権の総数は、346件であります。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態

　当連結会計年度末の資産は、前連結会計年度末に比べ１億47百万円増加し、445億83百万円となりました。これは

主として現金及び預金や投資有価証券が減少したものの、熊谷第一工場建て替えに伴い、建物及び構築物等の固定資

産が増加したこと等によるものであります。

　負債は、前連結会計年度末に比べ３億90百万円増加し、84億98百万円となりました。これは主として未払法人税等

が減少したものの、退職給付に係る負債が増加したこと等によるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ２億42百万円減少し、360億85百万円となりました。これは主として利益剰余

金が増加したものの、その他有価証券評価差額金が減少したことや、自己株式の買付け等によるものであります。

 

(2）経営成績

　第２［事業の状況］１［業績等の概要］(1）業績をご参照ください。

 

(3）キャッシュ・フロー

　第２［事業の状況］１［業績等の概要］(2）キャッシュ・フローをご参照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、主として生産体制の合理化、業務の効率化、製品の高品質化等を目的とした設備投資を継続

的に実施しております。

また、既存建物、設備の老朽化と耐震性を考慮するとともに、生産性の向上、省エネルギー化を図るため、熊谷

第一工場の建て替えを行いました。

その結果、当連結会計年度における設備投資額は45億81百万円となっており、設備投資額には、無形固定資産を

含めております。

管工機材分野におきましては、主に熊谷第一工場の建て替えに係る投資額33億29百万円、生産設備の金型２億56

百万円、機械等２億28百万円の設備投資を実施いたしました。

水処理分野におきましては、主に研究用工具等６百万円の設備投資を実施いたしました。

また、各種プラスチック成形分野におきましては、主に生産設備の機械等２億50百万円の設備投資を実施いたし

ました。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　当社は、国内に１ケ所の工場を有しております。

　また、７支店、３営業部、19営業所および６出張所を有しております。

　以上のうち、主要な設備は以下のとおりです。

平成28年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名
称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

工具、器具
及び備品

土地
（面積㎡）

合計

本社

（東京都中央区）

管工機材分野

水処理分野
管理業務設備 10 － 47

－

(－)
57 52

熊谷第一工場

熊谷第二工場

（埼玉県熊谷市）

管工機材分野

水処理分野

上下水道

生産設備

4,238 1,328 104
348

(61,482)
6,020 107

2,880 808 135
3,399

(79,088)
7,224 187

北日本支店

（仙台営業所ほか３

営業所）

管工機材分野 販売設備 1 － 1
－

(－)
2 28

北関東支店

（埼玉営業所ほか３

営業所）

管工機材分野 販売設備 3 － 1
－

(－)
5 23

東京支店

（東京営業所ほか４

営業所１出張所）

管工機材分野 販売設備 4 － 3
－

(－)
8 51

中部支店

（名古屋営業所ほか

１営業所１出張所）

管工機材分野 販売設備 1 － 1
－

(－)
2 21

関西支店

（神戸営業所ほか２

出張所）

管工機材分野 販売設備 0 － 1
－

(－)
2 28

中国支店

（広島営業所ほか１

営業所１出張所）

管工機材分野 販売設備 0 － 1
－

(－)
2 17

九州支店

（福岡営業所ほか１

出張所）

管工機材分野 販売設備 0 － 0
－

(－)
1 13

その他 管工機材分野 賃貸設備等 25 － 0
180

(11,677)
206 －

合計   7,167 2,137 300
3,928

(152,248)
13,533 527

　（注）１　帳簿価額の金額には消費税等は含まれておりません。

２　上記の帳簿価額には、建設仮勘定及び無形固定資産は含んでおりません。

３　本社内に、２営業部を含めて記載しております。
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４　事業所名の「その他」に記載した建物及び構築物、工具、器具及び備品、土地は、賃貸設備等であり、明細

は次のとおりであります。

区分名称 所在地
建物及び構築物
（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

土地（百万円）
（面積㎡）

合計
（百万円）

社員寮 埼玉県熊谷市 25 0
30

(4,415)
55

賃貸設備

（旧戸田工場跡地・駐車場）
埼玉県戸田市他 0 －

150

(7,261)
150

計 25 0
180

(11,677)
206

 
 

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械及び装
置

工具、器
具及び備
品

土地
（面積㎡）

合計

㈱新潟成型
本社、工場他

（新潟県燕市）

各種プラスチッ

ク成形分野

各種プラスチッ

ク生産設備等
251 294 3

614

(29,770)
1,164 105

　（注）１　帳簿価額の金額には消費税等は含まれておりません。

２　上記の帳簿価額には、建設仮勘定及び無形固定資産は含んでおりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

EDINET提出書類

前澤化成工業株式会社(E00861)

有価証券報告書

13/79



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年６月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,732,000 15,732,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 15,732,000 15,732,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成12年５月22日 2,622 15,732 － 3,387 － 6,363

　（注）　券面超過額を引当てとする新株発行に伴い同日付で、平成12年３月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に

記載された株主の所有株式数を１株につき1.2株の割合をもって分割しました。ただし、分割の結果生ずる１

株未満の端数株式は、これを一括売却し、その処分代金を端数の生じた株主に対しその端数に応じて分配しま

した。

（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 30 22 125 84 10 10,837 11,108 －

所有株式数

（単元）
－ 34,566 1,307 36,769 39,441 10 45,100 157,193 12,700

所有株式数の

割合（％）
－ 22.0 0.8 23.4 25.1 0.0 28.7 100.0 －

　（注）１　自己株式660,769株は、「個人その他」に6,607単元、「単元未満株式の状況」に69株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ステート　ストリート　バン

ク　アンド　トラスト　カン

パニー

（常任代理人香港上海銀行）

米国・ボストン

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）
2,053 13.1

前澤工業株式会社 東京都中央区新川一丁目５番17号 879 5.6

前澤給装工業株式会社 東京都目黒区鷹番二丁目14番４号 842 5.4

日本トラスティ―・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 617 3.9

ザ　バンクオブ　ニユーヨー

ク　トリーテイー　ジヤスデ

ツク　アカウント

（常任代理人　株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）

ベルギー・ブリュッセル

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）
416 2.6

前澤化成工業従業員持株会 東京都中央区日本橋本町二丁目７番１号 373 2.4

公益財団法人前澤育英財団 東京都中央区新川一丁目５番17号 360 2.3

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号 323 2.1

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 291 1.9

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町一丁目５番５号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
250 1.6

計 － 6,405 40.7

　(注)　上記のほか、自己株式が660千株あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式                   － 　　　　　　　　  － －

議決権制限株式（自己株式等）                   － 　　　　　　　　　 － －

議決権制限株式（その他）                   － 　　　　　　　　  － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　　

660,700

                  － －

完全議決権株式（その他）
普通株式　　

15,058,600
150,586 －

単元未満株式
普通株式　　　　

12,700
　　　　　　　　  － １単元（100株）未満株式

発行済株式総数 15,732,000 　　　　　　　　  － －

総株主の議決権                   － 150,586 －

　（注）１　「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、すべて当社保有の自己株式であります。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含まれてお

   　ります。

３　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が69株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

前澤化成工業株式会社

東京都中央区日本橋

本町二丁目７番１号
660,700 － 660,700 4.2

計 － 660,700 － 660,700 4.2

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式

　　　　　　　　　の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年11月11日）での決議状況

(取得期間　平成27年11月16日～平成28年２月29日）
90,000 100,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式数 89,800 99,436,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 200 564,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 0.2 0.5

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 0.2 0.5

 

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 40 40,880

当期間における取得自己株式 － －

 （注）　当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株の買取りに

よる株式数は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 660,769 － 660,769 －

 （注）　当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株の買取りに

よる株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、「株主の皆様に、中長期の視点にたって株式を保有していただき、これに対して、安定した経営基盤の確

保により、高収益、高配当で株主の負託に応える」を基本方針としており、業績や財務状況等を総合的に勘案し、積

極的に株主還元を行うことを経営の重要事項の一つとして位置づけております。

　また、当社は剰余金の配当を中間配当と期末配当の年２回行うことを基本方針としております。これらの剰余金の

配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。

　当期末の配当につきましては、１株当たりの普通配当金15円とし、中間配当金15円とあわせ、年間で１株当たり30

円の配当とさせていただきました。

　内部留保につきましては、財務の健全性を高めつつ、今後の事業の成長・発展に欠かせない新製品開発や設備投資

のために活用してまいります。

　なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

　（注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額

平成27年11月11日

取締役会決議
227 15円00銭

平成28年６月28日

定時株主総会決議
226 15円00銭

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 1,023 1,026 1,160 1,354 1,298

最低（円） 700 758 890 971 960

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成27年
10月

11月 12月
平成28年
１月

２月 ３月

最高（円） 1,078 1,125 1,163 1,138 1,075 1,085

最低（円） 1,033 1,041 1,092 992 960 965

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性10名　女性１名　（役員のうち女性の比率9.1％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
 窪田　政弘 昭和32年７月29日生

昭和58年３月 当社入社

(注)４ 11

平成19年７月 当社大阪支店長

平成20年７月 当社執行役員関西支店長

平成23年６月 当社執行役員開発設計部長

平成24年４月 当社執行役員開発設計部長兼中央

研究所長

平成24年６月 当社取締役執行役員開発設計部長

兼中央研究所長

平成25年６月

 
平成26年10月

 
平成27年６月

当社常務取締役上席執行役員開発

設計部長兼中央研究所長

浙江前泽嘉盛排水材料有限公司董

事

代表取締役社長（現任）

取締役

会長
 池嶋　勝治 昭和23年６月３日生

昭和42年３月 当社入社

(注)４ 24

平成17年７月 当社執行役員妻沼工場副工場長兼

技術部長

平成18年６月 当社取締役執行役員熊谷工場長兼

技術部長兼品質保証担当

平成19年６月 当社取締役上席執行役員熊谷工場

長兼技術部長兼品質保証担当

平成20年４月 当社取締役上席執行役員熊谷工場

長兼技術部長兼水環境技術部長兼

生産企画部長兼品質保証担当

平成20年６月 当社常務取締役上席執行役員熊谷

工場長兼技術部長兼水環境技術部

長兼生産企画部長兼品質保証担当

平成21年４月 当社常務取締役上席執行役員製造

本部長

平成21年６月 当社専務取締役上席執行役員製造

本部長兼共和成型株式会社(現　

株式会社新潟成型）管掌

平成22年３月 当社専務取締役上席執行役員製造

本部長品質保証担当

平成22年３月 共和成型株式会社（現　株式会社

新潟成型）代表取締役社長

平成23年４月 当社専務取締役上席執行役員製造

本部長品質保証担当兼事務管理部

長

平成23年６月 当社代表取締役専務上席執行役員

平成23年６月 共和成型株式会社（現　株式会社

新潟成型）取締役経営担当(現任)

平成23年10月 当社代表取締役専務上席執行役員

開発設計担当

平成23年10月 当社代表取締役社長

平成27年６月 当社代表取締役会長

平成28年６月 当社取締役会長製造・品質保証担

当(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

常務執行役員

営業本部長兼

営業管理部長
久保　淳一 昭和33年９月26日生

平成３年９月 当社入社

(注)４ 7

平成21年４月 当社東京支店長兼営業企画副部長

平成22年４月 当社東京支店長兼広域特販営業部

長

平成24年６月 当社執行役員営業副本部長兼東京

支店長兼広域特販営業部長

平成25年４月 当社執行役員営業副本部長

平成25年６月 当社取締役執行役員営業本部長

平成26年４月 当社取締役執行役員営業本部長兼

営業管理部長

平成28年６月 当社取締役兼常務執行役員営業本

部長兼営業管理部長（現任）

取締役

執行役員

管理本部長兼

情報システム部長
伊東　正博 昭和36年５月30日生

昭和59年４月 当社入社

(注)４ 5

平成22年４月 当社総務副部長

平成24年４月 当社総務部長

平成25年６月 当社執行役員総務部長

平成26年６月

 
平成27年６月

当社取締役執行役員管理本部長内

部統制担当兼総務部長

当社取締役執行役員管理本部長内

部統制・ＩＲ担当兼総務部長

平成28年４月 当社取締役執行役員管理本部長内

部統制・ＩＲ担当

平成28年６月 取締役内部統制・ＩＲ担当兼執行

役員管理本部長兼情報システム部

長（現任）

取締役

執行役員

水環境事業部長兼

開発設計部長兼

中央研究所長

茂木　達宏 昭和37年１月19日生

平成４年４月 当社入社

(注)４ 1

平成21年４月 当社製造本部資材副部長

平成25年６月 当社執行役員製造本部資材部長兼

水環境事業部水環境エンジニアリ

ング部長

平成27年６月 当社執行役員開発設計部長兼中央

研究所長兼製造本部資材部長兼水

環境エンジニアリング部長

平成28年４月 当社執行役員開発設計部長兼中央

研究所長兼製造本部資材部長兼水

環境事業部水環境部長

平成28年６月 当社取締役兼執行役員水環境事業

部長兼開発設計部長兼中央研究所

長（現任）

取締役

（社外）
 大屋　隆司 昭和21年11月１日生

昭和46年11月 監査法人中央会計事務所入所

(注)４ －

昭和50年３月 公認会計士登録

昭和58年５月 中央新光監査法人代表社員

平成18年７月 公認会計士大屋隆司事務所所長

（現任）

平成18年11月 日本公認会計士協会主任研究員

平成18年11月 クリフィックス税理士法人顧問

（現任）

平成23年６月 公益社団法人大川情報通信基金監

事（現任）

平成25年７月 一般財団法人海上災害防止セン

ター評議員（現任）

平成26年６月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

（社外）
 加藤　真美 昭和38年５月７日生

昭和61年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入

社

(注)４ －

平成７年４月 司法研修所入所

平成９年３月 司法研修所終了

平成９年４月 弁護士登録

平成10年１月 桜丘法律事務所入所（現任）

平成16年４月 駿河台大学法科大学院非常勤講師

平成21年５月 第二東京弁護士会犯罪被害者支援

委員会幹事

平成22年４月 東京都労働局あっせん委員

平成24年４月 第二東京弁護士会副会長

平成24年４月 関東弁護士会連合会常務理事

平成24年４月 東京簡易裁判所民事調停委員（現

任）

平成25年４月 東京簡易裁判所司法委員

平成25年４月 第二東京弁護士会高齢者・障がい

者総合支援センター委員（現任）

平成25年４月 第二東京弁護士会男女共同参画推

進本部副委員長（現任）

平成25年６月 日本弁護士連合会男女共同参画推

進本部委員（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）

常勤監査役  肥田　吉生 昭和31年３月25日生

平成４年４月 当社入社

(注)６ 1平成17年７月 当社総務部法務課長

平成25年６月 当社常勤監査役（現任）

監査役

（社外）
 

齋藤　縈

(めぐる）
昭和20年７月７日生

昭和44年４月 横浜市役所事務吏員

(注)６ －

昭和48年４月 司法研修所入所

昭和50年３月 司法研修所修了

昭和50年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

高田法律事務所（現　報徳総合法

律事務所）入所

平成17年６月 当社監査役（現任）

監査役

（社外）
 近藤　純一 昭和25年９月６日生

昭和48年４月 日本輸出入銀行（現　株式会社国

際協力銀行）入行

(注)５ －

平成11年４月 同管理部長

平成11年10月 同企業金融部長

平成13年４月 同人事部長

平成14年11月 同専任審議役

平成15年10月 同大阪支店長

平成17年10月 同理事

平成19年10月 同顧問

平成20年１月 東京電力株式会社顧問

平成23年６月 当社監査役（現任）

平成24年２月

平成27年１月

 
平成27年２月

伊藤忠商事株式会社顧問

一般財団法人海外投融資情報財団

代表理事理事長（現任）

一般財団法人エンジニアリング協

会監事（現任）

平成28年６月 住友金属鉱山株式会社社外監査役

（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（社外）
 佐竹　正幸 昭和23年５月16日生

昭和46年４月 監査法人中央会計事務所入所

(注)６ －

昭和52年９月 公認会計士登録

昭和60年４月 同法人代表社員

平成19年４月 内閣府公益認定等委員会常勤委

員・委員長代理

平成22年４月 佐竹公認会計士事務所所長  

（現任）

平成24年４月 東北大学会計大学院教授

平成24年６月 ピー・シー・エー株式会社社外監

査役（現任）

平成24年６月 公益社団法人商事法務研究会監事

（現任）

平成25年４月 千葉商科大学会計大学院会計ファ

イナンス研究科ＭＢＡ課程客員教

授（現任）

平成25年６月

平成27年４月

当社監査役（現任）

みずほ信託銀行株式会社社外取締

役（現任）

計 53

　（注）１　千株未満は切り捨てております。

２　取締役大屋隆司および加藤真美の２氏は、社外取締役であります。

３　監査役齋藤縈および近藤純一ならびに佐竹正幸の３氏は、社外監査役であります。

４　取締役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５　監査役近藤純一氏の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

６　監査役肥田吉生および齋藤縈ならびに佐竹正幸の３氏の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の

時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

７　当社は取締役会の経営監督機能の発揮を促し、業務執行を効率的に行うことを可能とするため執行役員制度

を導入しております。平成28年６月28日からの執行役員は９名で内３名は取締役を兼任しております。執行

役員は、下記のとおりであります。

常務執行役員 久保　淳一 営業本部長兼営業管理部長

執行役員 伊東　正博 管理本部長兼情報システム部長

〃 茂木　達宏 水環境事業部長兼開発設計部長兼中央研究所長

〃 山田　隆文 経理部長兼株式会社新潟成型監査役

〃 晴山　　貢 東京支店長兼特販営業部長

〃 木村　裕司 北関東支店長

〃 青木　和久 製造本部熊谷工場長
(平成28年７月1日付で製造本部長兼熊谷工場長に就任いたします。)

〃 金子　　豊 管理本部長付兼株式会社新潟成型代表取締役社長兼同社営業本部長

〃 亀井　　操 関西支店長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の

向上のため、業務執行の迅速で果断な意思決定を可能とする体制（攻めのガバナンス）と透明で公正な意思

決定を担保する体制（守りのガバナンス）をバランスよく構築していくことにあり、コーポレートガバナン

ス・コードを適切に運用することが、当社の望ましいコーポレートガバナンス体制の構築に資するとの基本

方針に立ち、ステークホルダーとの対話等により経済的、社会的支持を得ながら、より良いコーポレートガ

バナンス体制をたえず追求してまいります。

　なお、コーポレートガバナンスの状況は、有価証券報告書提出日現在で記載しております。

 

②企業統治の体制

　イ．企業統治の体制の概要

　当社は、監査役会設置会社であり、取締役会を構成する取締役７名（うち社外取締役２名）および監査役

４名（うち社外監査役３名）により経営、監督および監査を行っております。取締役会の経営監督機能の発

揮を促し、業務執行を効率的に行うことを可能とするため、執行役員制度を導入しており、これらの体制を

推進するため経営諮問委員会及び経営会議を設置しております。

　当社のコーポレートガバナンスの体系図は、次のとおりであります。

 

 

 

 

　・取締役会

　原則として毎月１回定時に開催され、法令、定款または取締役会規則に定められた重要事項を決定すると

ともに、職務の執行状況について報告を受け、経営状況の監督を行うなど、当社の持続的な成長と中長期的

な企業価値の向上を図ることについて責任を負っております。
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　・監査役会

　原則として毎月１回定時に開催され、高い専門性を有する弁護士、公認会計士および企業経営の知見を有

する実務家により過半数を構成しており、独立の機関として当社の健全で持続的な成長を担保しておりま

す。

 

　・経営諮問委員会

　社外取締役を議長として社外役員のみで構成される委員会で、コーポレートガバナンスに関する基本的な

考え方に関する事項、役員および執行役員の選解任および報酬に関する方針、手続に関する事項、各取締役

の自己評価に関する事項など、特に重要と思われる事項について取締役会などから諮問を受け、その内容を

客観的に評価して勧告を行っております。少なくとも四半期に１回定期的に開催し、当社の透明で公正な体

制を担保しております。

 

　・経営会議

　すべての業務執行取締役と執行役員で構成される会議で、法令、定款または取締役会規則において取締役

会の決議事項と定められた事項以外の業務執行に関する重要事項について決定するとともに、執行役員の職

務の執行状況を監督しております。毎月１回定期的に開催し、中期経営計画の実現に向けた効率的な業務執

行を可能にしております。

 

　ロ.当該体制を採用する理由

　当社は、業務執行の迅速で果断な意思決定を可能とする体制と透明で公正な意思決定を担保する体制をバ

ランスよく構築するために、上記の体制を採用しております。また、より良いコーポレートガバナンス体制

を構築すべく、当期中において経営諮問委員会を新設し、第62回定時株主総会において、社外取締役１名を

新たに選任するなど、一層の機能強化を図っております。

 

　ハ.その他の企業統治に関する事項

　・内部統制システムの整備の状況

　当社は、平成18年５月10日開催の取締役会において、効率的で適法な企業体制（マネジメントシステム）

を作ることを目的として、内部統制システムの基本方針について決議いたしました。その後も、環境変化を

反映した見直しを適宜行っており、現在の内容は平成28年４月11日開催の取締役会において決議したもので

あります。

　当社グループは、業務の効率性及び有効性を確保するとともに、財務報告の信頼性の確保、コンプライア

ンス経営の徹底を図り、内部統制担当取締役と全社に配置される内部統制委員による内部統制委員会で全社

的な問題点の把握、改善を行っており、監査役による監査だけでなく、社長直轄の内部監査室に専従者を配

置し、業務プロセスの効率性及び適正性についても継続して検証しております。

　また、当社グループの役職員が法令違反行為等を発見した場合や、内部統制上重要な事実を発見した場合

の通報窓口として当社の企業倫理担当者、監査役又は外部の弁護士宛のコンプライアンス・ホットラインを

設置しております。

 

　・リスク管理体制の整備の状況

　当社は、リスク管理規程により、リスク分類ごとに責任部門を定め、内部統制委員会がグループ全体のリ

スクを網羅的、総括的に管理しております。

　当社グループの役職員が新たなリスクに関する情報を入手したときは内部統制委員会へ報告し、その報告

を受けた内部統制委員会が取締役会へ報告する体制を整備しております。

　内部統制委員会は、責任部署のリスク管理への取組みに関し、指導・教育するとともに、リスク管理に関

し問題があると認めた場合には、責任部署に対し、改善策の策定を指示するとともに、策定された改善策を

審議し、適切な管理方法を決定し、取締役会に報告する体制となっております。

　さらに、当社は、不測の事態や危機の発生時に事業の継続を図るため、コンティンジェンシー・プランで

ある「事業継続計画(ＢＣＰ)」を策定し、防災訓練、社員安否システムの整備などの対策を講じておりま

す。

 

　・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況
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　当社グループは、行動規範及びコンプライアンス規程を定め、グループコンプライアンス・ハンドブック

を作成し、法令遵守及び社会倫理の遵守を周知徹底しております。

　子会社の管轄部門、子会社管理に関する責任と権限、管理の方法等を社内規程等により定めているほか、

当社グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他の組織に関する規程等を定め、子

会社には、これに準拠した体制を構築させております。

　また、関係会社管理規程に基づき、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報については、当社へ

の定期的な報告を受けており、子会社に重要な事象が発生した場合には、子会社取締役を兼務する当社取締

役が、当社取締役会に報告しております。

　さらに、財務報告を統括する部門は、子会社の財務情報の適正性を確保するための指導・教育を推進して

おります。

 

　ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１

項に定める最低責任限度額であります。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は社外監

査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

③内部監査及び監査役監査の状況

　業務プロセスの適正性及び効率性を検証するため、社長直轄の内部監査室に専任２名を配置し、各部門の

業務監査並びに社長特命による監査を行っております。

　当社の監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役（社外監査役）３名の計４名で構成されております。

監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財

産の状況を調査しております。また、内部統制システムについて、取締役及び使用人等からその構築及び運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めております。子会社については、子会社の

取締役及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けておりま

す。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと

もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めております。

　なお、内部監査室、監査役及び会計監査人の三者は、相互に情報交換や意見交換を行って連携を密にし、

監査の実効性と効率性を高めております。また、内部統制部門である総務部、経理部などは、内部監査室、

監査役及び会計監査人に対し、取締役会を通じて報告書や情報を提供しているほか、必要に応じて直接、情

報提供や意見の交換を行っております。

 

④会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、江島智氏、吉田亮一氏の２名であり、新日本有限責任監査

法人に所属しております。また、その補助者は公認会計士が７名、その他25名からなります。このような体

制で会社法及び金融商品取引法の規定に基づいた適時・適正な監査を受けております。

 

⑤社外取締役及び社外監査役

　当社は、社外取締役２名及び社外監査役３名を選任しており、全員が東京証券取引所の定める独立役員で

あります（社外取締役１名は、第62回定時株主総会において新たに選任）。当社は、社外役員を選任するた

めの条件として東京証券取引所の定める独立性基準を踏まえ、以下のとおり独自の独立性基準を定めてお

り、同基準を用いて候補者が高い独立性を有しているかを判断しております。
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【社外役員の独立性基準】

a. 当社グループの議決権10％以上の議決権を直接または間接的に保有している当社の大株主、またはその業

 　務執行者（※１）でないこと

b. 当社グループが議決権10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者、またはその業務執行者で

 　ないこと

c. 社外役員の相互就任関係（※２）となる他の会社の業務執行者でないこと

d. 当社グループから多額（※３）の寄付を受領している団体の業務執行者でないこと

e. 上記aないしdに就任前の過去3年間で該当することのないこと

f. 過去に1度でも当社グループの業務執行者となった者でないこと

※１「業務執行者」とは、業務執行取締役および使用人をいう。

※２ 当社グループの業務執行者が他の会社の社外役員であり、かつ、当該他の会社の業務執行者が当社

　　　の社外役員である関係をいう。

※３「多額」とは、過去３事業年度の平均で、年間1,000万円または当該団体の年間総収入の2％を超える

　　　金額をいう。

　社外取締役大屋隆司氏は公認会計士であり、個人事務所を経営するとともに公益財団法人大川情報通信基

金監事を兼任しております。同事務所及び同財団と当社との間に特別な利害関係はありません。

　社外取締役加藤真美氏は、過去に会社の経営に関与した経験は有しておりませんが、弁護士としての豊富

な経験及び企業での就業経験を有していること、日本弁護士連合会の男女共同参画推進本部委員を務めてい

ることから、業務執行状況の監督や経営の重要事項の決定、さらには、コーポレートガバナンス基本方針に

掲げる「多様性の確保」の推進における適切な役割と助言により、当社のコーポレートガバナンスを強化で

きるものと考え、第62回定時株主総会において新たに選任し、就任いただいております。なお、同氏は桜丘

法律事務所に在籍しておりますが、同事務所と当社との間に特別な利害関係はありません。

　社外監査役齋藤縈氏は弁護士であり、個人事務所を経営しておりますが、同事務所と当社との間に特別な

利害関係はありません。

　社外監査役近藤純一氏は、住友金属鉱山株式会社社外監査役、一般財団法人海外投融資情報財団代表理事

理事長、及び一般財団法人エンジニアリング協会監事を兼任しておりますが、いずれも当社との間に特別な

利害関係はありません。

　社外監査役佐竹正幸氏は公認会計士であり、個人事務所を経営するとともに、みずほ信託銀行株式会社社

外取締役、ピー・シー・エー株式会社社外監査役及び公益社団法人商事法務研究会監事を兼任しておりま

す。当社は、みずほ信託銀行株式会社の親会社であります株式会社みずほフィナンシャルグループの株式を

354千株保有しておりますが、独立性に影響を及ぼすものではありません。また、公益社団法人商事法務研究

会と当社との間には書籍の定期購読の取引がありますが、その取引金額は、当期において1百万円未満と僅少

であり、特別な利害関係を生じさせる重要性はなく、また独立性に影響を及ぼすものではありません。その

他当社との間に特別の利害関係はありません。

　社外取締役及び社外監査役は、取締役会に出席し、それぞれ独立した専門的見地からの発言を行うこと

や、経営諮問委員会にて、取締役会などからの諮問事項について、その内容を客観的に評価し勧告を行うこ

となどを通じて、会社の意思決定の透明性・公正性の確保と、実効的なコーポレートガバナンスの実現に貢

献しております。

　なお、社外取締役及び社外監査役は、必要に応じて内部監査室、常勤監査役及び会計監査人の三者と、相

互に情報交換や意見交換を行って連携を密にし、また、内部統制部門である総務部、経理部などは、社外取

締役及び社外監査役に対し、取締役会を通じて報告書や情報を提供しております。
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⑥役員報酬等

　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等
の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く）

132 92 － 40 － 6

監査役
（社外監査役を除く）

11 11 － － － 1

社外役員 12 12 － － － 4

　ロ．役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上の役員がいないため該当記載を省略しております。

　ハ．役員の報酬等の額又は算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役の報酬限度は、平成16年６月24日開催の第50回定時株主総会において年額２億円以内（ただし、使

用人分給与は含まない）と決議しております。また、監査役の報酬限度は、平成16年６月24日開催の第50回

定時株主総会において年額50百万円以内と決議しております。また、報酬額の決定は、取締役は取締役会決

議により、監査役は監査役の協議により決定しております。
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⑦株式の保有状況

　イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　銘柄数　　　　　　　　　　　　　　　　25銘柄

　貸借対照表計上額の合計額　　　　 2,368百万円

　ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保

　　　有目的

（前事業年度）

　　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表価額
（百万円）

保有目的

前澤給装工業㈱ 624,000 904 取引関係の円滑化のために保有

前澤工業㈱ 1,229,400 419 取引関係の円滑化のために保有

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 131,700 217 取引関係の円滑化のために保有

新日本空調㈱ 189,500 186 取引関係の円滑化のために保有

ユアサ商事㈱ 62,500 157 取引関係の円滑化のために保有

㈱山善 149,180 147 取引関係の円滑化のために保有

㈱三井住友フィナンシャルグループ 30,100 138 取引関係の円滑化のために保有

岡谷鋼機㈱ 14,400 118 取引関係の円滑化のために保有

㈱みずほフィナンシャルグループ 354,000 74 取引関係の円滑化のために保有

㈱建設技術研究所 43,900 54 取引関係の円滑化のために保有

㈱りそなホールディングス 77,900 46 取引関係の円滑化のために保有

大東建託㈱ 3,000 40 取引関係の円滑化のために保有

㈱エプコ 20,000 36 取引関係の円滑化のために保有

大和ハウス工業㈱ 10,000 23 取引関係の円滑化のために保有

オリックス㈱ 12,000 20 取引関係の円滑化のために保有

橋本総業㈱ 11,000 15 取引関係の円滑化のために保有

㈱オータケ 6,049 10 取引関係の円滑化のために保有

ミヤコ㈱ 10,000 9 取引関係の円滑化のために保有

第一生命保険㈱ 3,200 5 取引関係の円滑化のために保有

東亜合成㈱ 6,250 3 取引関係の円滑化のために保有

堺商事㈱ 10,000 3 取引関係の円滑化のために保有

タキロン㈱ 5,000 2 取引関係の円滑化のために保有

デンカ㈱ 5,000 2 取引関係の円滑化のために保有

旭有機材工業㈱ 5,000 1 取引関係の円滑化のために保有
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（当事業年度）

　　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表価額
（百万円）

保有目的

前澤給装工業㈱ 624,000 876
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

前澤工業㈱ 1,229,400 370
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

新日本空調㈱ 189,500 188
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

ユアサ商事㈱ 62,500 165
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 131,700 138
保険取引における取引関係の強化

と維持のために保有

㈱山善 153,044 130
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

㈱三井住友フィナンシャルグループ 30,100 102
財務取引における取引関係の強化

と維持のために保有

岡谷鋼機㈱ 14,400 98
仕入取引における取引関係の強化

と維持のために保有

㈱みずほフィナンシャルグループ 354,000 59
財務取引における取引関係の強化

と維持のために保有

大東建託㈱ 3,000 47
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

㈱建設技術研究所 43,900 42
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

大和ハウス工業㈱ 10,000 31
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

㈱りそなホールディングス 77,900 31
財務取引における取引関係の強化

と維持のために保有

㈱エプコ 20,000 24
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

橋本総業㈱ 11,000 17
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

㈱オータケ 6,706 11
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

ミヤコ㈱ 10,000 7
営業取引における取引関係の強化

と維持のために保有

第一生命保険㈱ 3,200 4
保険取引における取引関係の強化

と維持のために保有

堺商事㈱ 10,000 2
仕入取引における取引関係の強化

と維持のために保有

デンカ㈱ 5,000 2
仕入取引における取引関係の強化

と維持のために保有

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

 

⑧取締役の定数並びに取締役の選任及び解任の決議要件

イ．取締役の定数

　　当社は、定款により、取締役の定員を１０名以内とする旨を定めております。
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ロ．取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、定款により、取締役の選任決議について累積投票によらないこととし、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定めてお

ります。

 

⑨株主総会の特別決議要件、中間配当及び自己の株式の取得

イ．株主総会の特別決議要件

　当社は、定款により、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別

決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって行う旨を定めております。

 

ロ．中間配当

　当社は、定款により、経営環境の変化に対応した機動的な配当政策を実施することを目的として、会社法

第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることが

できる旨を定めております。

 

ハ．自己の株式の取得

　当社は、定款により、資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可

能とすることを目的として、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等によ

り自己株式を取得できる旨を定めております。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基
づく報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基
づく報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 41 － 41 4

連結子会社 － － － －

計 41 － 41 4

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である基幹システ

ム更改プロジェクトに関するアドバイザリー業務を委託し対価を支払っております。

 

④【監査報酬の決定方針】

監査計画に基づく監査日数や業務の特性等を勘案して決定しております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、適正な連結財務諸表を作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し機

構の行う研修に参加する等、情報収集に努めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,666 8,657

受取手形及び売掛金 6,755 6,312

電子記録債権 2,063 2,496

有価証券 4,091 3,504

商品及び製品 1,938 1,752

仕掛品 614 507

原材料及び貯蔵品 443 460

繰延税金資産 256 240

その他 554 842

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 26,383 24,772

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,867 12,721

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,176 △5,302

建物及び構築物（純額） 3,690 7,418

機械装置及び運搬具 11,517 12,590

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,201 △10,158

機械装置及び運搬具（純額） 1,315 2,431

工具、器具及び備品 17,196 17,458

減価償却累計額及び減損損失累計額 △16,844 △17,154

工具、器具及び備品（純額） 352 304

土地 4,539 4,543

建設仮勘定 2,003 282

有形固定資産合計 11,901 14,980

無形固定資産   

ソフトウエア 288 449

その他 2 2

無形固定資産合計 291 451

投資その他の資産   

投資有価証券 5,057 3,570

その他 951 958

貸倒引当金 △150 △150

投資その他の資産合計 5,859 4,378

固定資産合計 18,052 19,811

資産合計 44,435 44,583
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,561 3,331

短期借入金 550 550

未払法人税等 281 111

賞与引当金 397 394

役員賞与引当金 40 40

災害損失引当金 80 －

その他 2,316 3,164

流動負債合計 7,228 7,591

固定負債   

繰延税金負債 321 130

退職給付に係る負債 272 486

資産除去債務 213 217

その他 72 72

固定負債合計 879 906

負債合計 8,108 8,498

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,387 3,387

資本剰余金 6,363 6,363

利益剰余金 26,421 26,614

自己株式 △650 △750

株主資本合計 35,520 35,614

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 976 770

退職給付に係る調整累計額 △169 △300

その他の包括利益累計額合計 807 470

純資産合計 36,327 36,085

負債純資産合計 44,435 44,583
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 22,346 22,310

売上原価 ※６ 15,171 ※６ 15,265

売上総利益 7,175 7,044

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 6,012 ※１,※２ 5,978

営業利益 1,163 1,066

営業外収益   

受取利息 58 27

受取配当金 87 82

受取賃貸料 88 88

投資事業組合運用益 8 0

貸倒引当金戻入額 11 －

その他 55 51

営業外収益合計 311 251

営業外費用   

支払利息 3 3

支払手数料 6 15

賃貸費用 9 9

貸倒引当金繰入額 0 0

その他 0 1

営業外費用合計 20 30

経常利益 1,454 1,287

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 2 ※３ 1

保険差益 30 －

投資有価証券売却益 － 16

災害損失引当金戻入額 ※８ 205 ※８ 3

特別利益合計 238 21

特別損失   

固定資産売却損 ※４ 3 ※４ 6

固定資産除却損 ※５ 28 ※５ 8

減損損失 ※７ 46 ※７ 29

工場建替関連費用 － ※９ 228

その他 － 5

特別損失合計 78 278

税金等調整前当期純利益 1,614 1,029

法人税、住民税及び事業税 682 383

法人税等調整額 5 △1

法人税等合計 688 381

当期純利益 925 648

親会社株主に帰属する当期純利益 925 648
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 925 648

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 ※１ 301 ※１ △205

退職給付に係る調整額 ※１ △11 ※１ △130

その他の包括利益合計 289 △336

包括利益 1,215 311

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,215 311
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,387 6,363 25,728 △650 34,827

会計方針の変更による累積的影
響額

  184  184

会計方針の変更を反映した当期
首残高

3,387 6,363 25,912 △650 35,012

当期変動額      

剰余金の配当   △416  △416

親会社株主に帰属する当期純
利益

  925  925

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 508 △0 508

当期末残高 3,387 6,363 26,421 △650 35,520

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 675 △158 517 35,345

会計方針の変更による累積的影
響額

   184

会計方針の変更を反映した当期
首残高

675 △158 517 35,529

当期変動額     

剰余金の配当    △416

親会社株主に帰属する当期純
利益

   925

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

301 △11 289 289

当期変動額合計 301 △11 289 798

当期末残高 976 △169 807 36,327
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,387 6,363 26,421 △650 35,520

当期変動額      

剰余金の配当   △454  △454

親会社株主に帰属する当期純
利益

  648  648

自己株式の取得    △99 △99

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 193 △99 93

当期末残高 3,387 6,363 26,614 △750 35,614

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 976 △169 807 36,327

当期変動額     

剰余金の配当    △454

親会社株主に帰属する当期純
利益

   648

自己株式の取得    △99

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△205 △130 △336 △336

当期変動額合計 △205 △130 △336 △242

当期末残高 770 △300 470 36,085
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,614 1,029

減価償却費 1,135 1,303

減損損失 46 29

工場建替関連費用 － 228

保険差益 △30 －

災害損失引当金戻入額 △205 △3

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △3

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △14 △7

退職給付費用 32 40

受取利息及び受取配当金 △146 △110

受取賃貸料 △88 △88

支払利息 3 3

投資有価証券売却損益（△は益） － △16

売上債権の増減額（△は増加） 422 12

たな卸資産の増減額（△は増加） 1 268

仕入債務の増減額（△は減少） 33 △176

その他 80 △535

小計 2,846 1,973

利息及び配当金の受取額 157 110

利息の支払額 △3 △3

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △917 △587

賃貸料の受取額 78 78

保険金の受取額 358 －

その他 － △2

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,520 1,570

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,000 △4,000

定期預金の払戻による収入 4,200 4,000

有価証券の取得による支出 △5,799 △3,900

有価証券の償還による収入 7,899 3,600

投資有価証券の取得による支出 △1,206 △5

投資有価証券の売却による収入 － 24

投資有価証券の償還による収入 500 800

投資事業組合からの分配による収入 55 68

有形固定資産の取得による支出 △2,539 △3,572

有形固定資産の売却による収入 3 1

無形固定資産の取得による支出 △97 △189

その他 △29 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,014 △3,194

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 6,600 6,600

短期借入金の返済による支出 △6,600 △6,600

配当金の支払額 △417 △454

自己株式の取得による支出 △0 △100

その他 △7 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △424 △570

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,082 △2,194

現金及び現金同等物の期首残高 9,775 10,858

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,858 ※１ 8,663
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　１　連結の範囲に関する事項

　（イ）連結子会社の数　1社

     子会社の名称　株式会社新潟成型

 （ロ）非連結子会社の名称

　       該当事項はありません。

 

　２　持分法の適用に関する事項

　　　持分法適用の関連会社数　なし

 

　３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　 　 連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

　４　会計方針に関する事項

　（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

   ①有価証券

 満期保有目的の債券

   償却原価法（定額法）

 その他有価証券

   時価のあるもの

   　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、時価と比較する取

得原価は移動平均法により算定）

   時価のないもの

   　移動平均法による原価法

   ②たな卸資産

 商品、製品、原材料、仕掛品

   総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

 貯蔵品

   最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

  (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

   ①有形固定資産

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用してお

ります。

　 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
 
建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

４～17年

２～20年

   ②無形固定資産

 ソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

  (ハ）重要な引当金の計上基準

   ①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

   ②賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上し

ております。

   ③役員賞与引当金

 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。

   ④災害損失引当金

 雪害により被災した資産の現状回復に要する費用等の支出に備えるため、見積額を計上しております。
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  (ニ）退職給付に係る会計処理の方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を費用処理しております。

　　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　　未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

 （ホ）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書の資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。

 （ヘ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差

額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更し

ております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得

原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加

えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示

の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来に

わたって適用しております。

　なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（未適用の会計基準等）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)

（1）概要

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上の実

務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企業会計基準委

員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関

する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、企業を５つに分類

し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本的に踏襲した上で、分類の要件及

び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税金資産の回収可能性につい

て、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたものであります。

（2）適用予定日

　平成28年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。

（3）当該会計基準等の適用による影響

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で

評価中であります。

 

（表示方法の変更）

(連結キャッシュ・フロー計算書)

　前連結会計年度において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「自己株式の取得に

よる支出」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示の変更を反

映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた△７百万円は、「自己株式の取得による支出」△０百万円、「その他」△７百万円として

組み替えております。
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

運送費及び保管費 1,966百万円 2,046百万円

給料及び手当 1,476 1,502

賞与引当金繰入額 188 187

退職給付費用 72 77

役員賞与引当金繰入額 40 40

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

　前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

354百万円 329百万円

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 建物及び構築物 －百万円 0百万円

 機械装置及び運搬具 1 0

 工具、器具及び備品 0 0

             計

 

2 1

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 建物及び構築物 －百万円 1百万円

 機械装置及び運搬具 2 4

 工具、器具及び備品 0 0

             計 3 6

 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 建物及び構築物 24百万円 2百万円

 機械装置及び運搬具 0 0

 工具、器具及び備品

 その他

3

0

0

5

             計 28 8

 

※６　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

　前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

△0百万円 △17百万円
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※７　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

場所 用途 種類

埼玉県熊谷市
除却予定資産

事業用資産

建物

工具、器具及び備品、ソフトウエア

東京都　他 除却予定資産 電話加入権

　当社グループは、原則として、資産については継続的に収支の把握を行っている管理計算上の区分別（見込生産・請負

工事・賃貸不動産・共用資産・子会社）にグルーピングしており、除却予定資産、遊休資産については個別資産ごとにグ

ルーピングしております。

　除却が予定されている建物、電話加入権を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として32百万円特別損失に

計上しております。

　熊谷工場における、一部の事業用資産につきましては、将来の回収可能性を検討した結果、当初予定したキャッシュ・

フローが見込めないため、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として14百万円特別損失に計

上しております。

　なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、備忘価額をもとに算出しております。減損損失の内

訳は建物及び構築物25百万円、工具、器具及び備品13百万円、ソフトウエア0百万円、電話加入権７百万円であります。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

場所 用途 種類

埼玉県熊谷市

除却予定資産

 

事業用資産

建物、附属設備、構築物、機械及び

装置、工具、器具及び備品

工具、器具及び備品、ソフトウエア

　当社グループは、原則として、資産については継続的に収支の把握を行っている管理計算上の区分別（見込生産・請負

工事・賃貸不動産・共用資産・子会社）にグルーピングしており、除却予定資産、遊休資産については個別資産ごとにグ

ルーピングしております。

　熊谷第一工場の建て替えに伴い、当連結会計年度及び来期において除却対象となっている資産につきまして、回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として21百万円特別損失に計上しております。

　熊谷工場における、一部の事業用資産につきましては、将来の回収可能性を検討した結果、当初予定したキャッシュ・

フローが見込めないため、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として８百万円特別損失に計

上しております。

　なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、備忘価額をもとに算出しております。減損損失の内

訳は建物及び構築物10百万円、機械装置及び運搬具10百万円、工具、器具及び備品６百万円、ソフトウエア１百万円であ

ります。

 

※８　災害損失引当金戻入額

　平成26年２月に発生した記録的大雪に伴う現状回復費用見積額の戻入額であります。

 

※９　工場建替関連費用

　熊谷第一工場建て替えに伴う費用を計上しており、その内訳は下記のとおりであります。

内容 金額

工場解体撤去費用 94百万円

生産設備移設費用 95百万円

土壌入替費用 39百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 392百万円 △311百万円

組替調整額 － △16

税効果調整前 392 △327

税効果額 △90 122

その他有価証券評価差額金 301 △205

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △37 △222

組替調整額 32 40

税効果調整前 △4 △182

税効果額 △6 51

退職給付に係る調整額 △11 △130

その他の包括利益合計 289 △336
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 15,732,000 － － 15,732,000

 

２　自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 570,769 160 － 570,929

 

（変動事由の概要）

　増加数160株は、単元未満株の買取りであります。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 227百万円 15円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月25日

平成26年11月12日

取締役会
普通株式 189百万円 12円50銭 平成26年９月30日 平成26年12月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 227百万円 15円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月24日

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 15,732,000 － － 15,732,000

 

２　自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 570,929 89,840 － 660,769

 

（変動事由の概要）

　増加数89,840株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加89,800株、単元未満株式の買取りによる

増加40株であります。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 227百万円 15円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月24日

平成27年11月11日

取締役会
普通株式 227百万円 15円00銭 平成27年９月30日 平成27年12月７日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 226百万円 15円00銭 平成28年３月31日 平成28年６月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 9,666百万円 8,657百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,000 △2,000 

マネー・マネジメント・ファンド等 3,191 2,006 

現金及び現金同等物 10,858 8,663 

 

（リース取引関係）

　前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　　開示対象となる取引はありません。

 

　当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　　開示対象となる取引はありません。
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（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、主に安全性の高い金融資産で運用しております。また、資金調

達については、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループの売掛債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと

もに、主な取引先の信用状況を四半期ごとに把握する体制としています。

　有価証券及び投資有価証券は、主に債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、信用リスクや金

利変動リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や

発行体（業務上の関係を有する企業）の財務状況等を把握し取締役会に報告されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日であります。

　借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。変動金利の借入金はなく、金利の変動リスクはあ

りません。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金

繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。
 

２　金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（注2）をご参照下さい。
 
　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 連結貸借対
照表計上額
（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

（1）現金及び預金 9,666 9,666 －

（2）受取手形及び売掛金 6,755 6,755 －

（3）電子記録債権 2,063 2,063 －

（4）有価証券及び投資有価証券    

① 満期保有目的の債券 800 817 17

② その他有価証券 8,333 8,333 －

資産　計 27,619 27,636 17

（1）支払手形及び買掛金 3,561 3,561 －

（2）短期借入金 550 550 －

（3）未払法人税等 281 281 －

負債　計 4,392 4,392 －

 
　当連結会計年度（平成28年３月31日）

 連結貸借対
照表計上額
（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

（1）現金及び預金 8,657 8,657 －

（2）受取手形及び売掛金 6,312 6,312 －

（3）電子記録債権 2,496 2,496 －

（4）有価証券及び投資有価証券    

① 満期保有目的の債券 － － －

② その他有価証券 7,059 7,059 －

資産　計 24,526 24,526 －

（1）支払手形及び買掛金 3,331 3,331 －

（2）短期借入金 550 550 －

（3）未払法人税等 111 111 －

負債　計 3,992 3,992 －
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（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

（1）現金及び預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（2）受取手形及び売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）電子記録債権

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）有価証券及び投資有価証券

　有価証券については、債券は取引金融機関から提示された価格によっており、短期間で決済されるも

のについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　投資有価証券については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は「有価証券

関係」をご参照下さい。

負　債

（1）支払手形及び買掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（2）短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）未払法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
 
（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非上場株式 15 15

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要す

ると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産

（4）②その他有価証券」には含めておりません。
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（注3）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　　 前連結会計年度（平成27年３月31日）

 １年以内

（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超

（百万円）

預金 9,655 － － －

受取手形及び売掛金 6,755 － － －

電子記録債権 2,063 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券 － － － 800

　その他有価証券のうち満期が
　あるもの

4,091 1,582 － －

合　計 22,566 1,582 － 800

 

　　　 当連結会計年度（平成28年３月31日）

 １年以内

（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超

（百万円）

預金 8,633 － － －

受取手形及び売掛金 6,312 － － －

電子記録債権 2,496 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券 － － － －

　その他有価証券のうち満期が
　あるもの

3,506 1,219 － －

合　計 20,948 1,219 － －

 

（注4）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　　 前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 550 － － － － －

合計 550 － － － － －

 

　　　 当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 550 － － － － －

合計 550 － － － － －
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（有価証券関係）

１　満期保有目的の債券

　前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

   

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 800 817 17

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

   

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

合計 800 817 17

 

　当連結会計年度（平成28年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

   

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

   

①　国債・地方債 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

合計 － － －
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２　その他有価証券

　前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原
価又は償却原価を超えるもの

   

①　株式 2,628 1,257 1,370

②　債券 － － －

③　その他 321 296 25

小計 2,949 1,553 1,396

連結貸借対照表計上額が取得原
価又は償却原価を超えないもの

   

①　株式 10 11 △0

②　債券 1,799 1,801 △1

③　その他 3,573 3,576 △2

小計 5,383 5,388 △4

合計 8,333 6,942 1,391

　　　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額15百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

　当連結会計年度（平成28年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原
価又は償却原価を超えるもの

   

①　株式 2,297 1,197 1,100

②　債券 － － －

③　その他 19 17 2

小計 2,317 1,214 1,103

連結貸借対照表計上額が取得原
価又は償却原価を超えないもの

   

①　株式 55 69 △14

②　債券 1,199 1,200 △1

③　その他 3,487 3,501 △14

小計 4,741 4,771 △29

合計 7,059 5,985 1,073

　　　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額15百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

 

 

 

 

 

 

３　売却したその他有価証券
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前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

①　株式 24 16 －

②　債券 － － －

③　その他 586 － －

合計 610 16 －

 

４　減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、該当事項はありません。

　なお、減損処理の判定につきましては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定企業年金法に基づく確定給付年金制度を採用しております。また、子会社は確定拠出型の制度とし

て　中小企業退職金共済制度に加入しております。

 

２．確定給付制度

 

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 2,482百万円 2,281百万円
会計方針の変更による累積的影響額 △285 －

会計方針の変更を反映した期首残高 2,197 2,281
勤務費用 140 149
利息費用 19 14
数理計算上の差異の発生額
過去勤務費用の発生額

61
－

152
48

退職給付の支払額 △136 △132

退職給付債務の期末残高 2,281 2,514

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 1,948百万円 2,009百万円
期待運用収益 36 36
数理計算上の差異の発生額 23 △21
事業主からの拠出額 137 135
退職給付の支払額 △136 △132

年金資産の期末残高 2,009 2,027
 
(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資
産の調整表

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,281百万円 2,514百万円

年金資産 △2,009 △2,027

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 272 486

 
退職給付に係る負債

 
272

 
486

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 272 486
 
(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

勤務費用 140百万円 149百万円
利息費用 19 14
期待運用収益 △36 △36
数理計算上の差異の費用処理額 25 32
過去勤務費用の費用処理額 6 7

確定給付制度に係る退職給付費用 156 167

 

(5）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

過去勤務費用 △6百万円 △40百万円
数理計算上の差異 △25 △141
合　計 △32 △182

 
(6）退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
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前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
未認識過去勤務費用 △97百万円 △137百万円
未認識数理計算上の差異 △152 △294
合　計 △249 △431

 

(7）年金資産に関する事項
①　年金資産の主な内訳
　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
債券 5.0％ 5.7％
株式 6.6 6.2
生命保険一般勘定 87.9 87.8
その他 0.5 0.3
合　計 100 100

 
②　長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する
多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(8）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
割引率 0.73％ 0.15％
長期期待運用収益率 1.82％ 1.66％

 

３．確定拠出制度

　　　　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度15百万円、当連結会計年度14百万円であります。
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 24百万円 15百万円

賞与引当金 130  121

貸倒引当金 50  50

退職給付に係る負債 90  151

資産除去債務 68  66

たな卸資産評価損 50  41

ゴルフ会員権評価損 24  23

その他 108  112

繰延税金資産小計 547  582

評価性引当額 △123  △106

繰延税金資産合計 423  476

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △460  △338

その他 △29  △27

繰延税金負債合計 △489  △366

繰延税金資産（負債）の純額 △65  109

 （注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 256百万円 240百万円

固定負債－繰延税金負債 △321  △130

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.38％  32.83％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.60  3.34

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.63  △0.54

評価性引当額の増減 0.62  △1.34

住民税均等割 0.84  1.22

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.60  1.40

その他 0.26  0.17

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.66  37.07

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」(平成
28年法律第13号)が平成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する連結会計年度から法人税率等
の引下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効
税率は、前連結会計年度の計算において使用した32.06％から平成28年4月1日に開始する連結会計年度及び平成29年
4月1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.69％に、平成30年4月1日に開始する連結
会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.46％になります。
　この税率変更により、繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を控除した金額)は９百万円減少し、法人税等調
整額が14百万円、その他有価証券差額金が17百万円、退職給付に係る調整累計額が６百万円それぞれ増加しており
ます。
 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

　　　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

 当社グループは、オフィス等について賃貸借契約に基づき原状回復義務を負っており、当該契約における賃借期

間終了時の原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。

　また、一部の製造設備に使用されている有害物質を除去する義務に関しても資産除去債務を計上しております。
 
ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

 オフィス等については、使用見込期間を15年と見積り、割引率は当該使用期間に見合う国債の流通利回りを使用

して資産除去債務の金額を算定しております。

　また、製造設備については、使用見込期間を、当該建物の減価償却期間（主に31年）と見積り、割引率は当該減

価償却期間に見合う国債の流通利回りを使用して資産除去債務の金額を算定しております。
 
ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

期首残高 212百万円 213百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 2 0

時の経過による調整額 2 2

資産除去債務の履行による減少額 △5 －

期末残高 213 217
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（賃貸等不動産関係）

　当社及び子会社では、埼玉県その他の地域において、賃貸用土地や賃貸倉庫を所有しております。これらの　

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

用途

 前連結会計年度 当連結会計年度

連結貸借対照表計上額

 

（自　平成26年４月１日 （自　平成27年４月１日

　　至　平成27年３月31日） 　　至　平成28年３月31日）

賃貸用土地

期首残高 144 144

当期増減高 － －

期末残高 144 144

期末時価 1,390 1,390

駐車場

期首残高 5 5

当期増減高 △0 △0

期末残高 5 5

期末時価 18 18

賃貸倉庫

期首残高 33 33

当期増減高 △0 △0

期末残高 33 33

期末時価 37 37

（注）１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　　２ 期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいた金額であります。

 

　　　　また、賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

用途

  

連結損益計算書

における金額

前連結会計年度 当連結会計年度

 (自　平成26年４月１日 (自　平成27年４月１日

  　至　平成27年３月31日） 　至　平成28年３月31日）

 

賃貸用土地

受取賃貸料 86 86

賃貸費用 9 9

差額 77 77

  その他損益 － －

 

駐車場

受取賃貸料 0 0

賃貸費用 0 0

差額 0 0

  その他損益 － －

 

賃貸倉庫

受取賃貸料 0 0

賃貸費用 0 0

差額 0 0

  その他損益 － －

　（注）受取賃貸料及び賃貸費用は、賃貸収益とこれに対応する費用（減価償却費、租税公課等）であり、それ

　　 ぞれ「営業外収益」及び「営業外費用」に計上されております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　(１）報告セグメントの決定方法

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　当社は、取り扱う製品・サービス別の事業部を置き、また連結子会社は独立した経営単位として事業活動を

展開しております。

　従って、当社グループは、事業部ならびに会社別を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されて

おり、「管工機材分野」「水処理分野」「各種プラスチック成形分野」の３つを報告セグメントとしておりま

す。

　「管工機材分野」は、主に塩化ビニル製インバートマス、継手をはじめとする上・下水道関連製品の製造及

び販売を行っており、「水処理分野」は、主に大型合併処理浄化槽、産業排水処理施設の設計、施工、及び維

持管理を行っております。また、「各種プラスチック成形分野」は、住宅設備製品部材、各種プラスチック製

品部材の受注生産・販売を行っております。

 

　(２）報告セグメントの変更等に関する事項

　当社は、前期まで「住環境改善製品分野」として扱っていた報告セグメントを当連結会計年度から「管工機

材分野」「水処理分野」の２つの報告セグメントに区分しております。中期経営計画「CHALLENGE2017」にも

記載がありますように、「水処理事業」をコア事業の強化対象と位置づけて拡大を図っており、今後当社グ

ループに与える影響がさらに大きくなることが見込まれるため、「水処理事業」を報告セグメントとして区分

致しました。また、同時に既存のセグメントにつきましても、より実態に即した分かりやすい表記となるよ

う、セグメント名称の変更も併せて行っております。

　なお、報告セグメントの前期比較については、前連結会計年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替え

た数値で比較しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースでの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
 

　　前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

     （単位：百万円）

 管工機材分野 水処理分野

各種プラス

チック成形分

野

合計
調整額

（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２

売上高       

外部顧客への売上高 19,618 502 2,225 22,346 － 22,346

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 102 102 △102 －

計 19,618 502 2,328 22,449 △102 22,346

セグメント利益又は損
失(△)

1,147 △140 132 1,140 22 1,163

セグメント資産 43,005 211 2,657 45,873 △1,437 44,435

その他の項目       

減価償却費 1,053 2 59 1,114 － 1,114

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

2,934 14 26 2,975 － 2,975

　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額22百万円及びセグメント資産の調整額△1,437百万円は、セ

　　　　　　グメント間取引消去によるものであります。

 ２．セグメント利益又は損失（△）は連結財務諸表の営業利益と調整を行なっております。
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　　当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

     （単位：百万円）

 管工機材分野 水処理分野

各種プラス

チック成形分

野

合計
調整額

（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２

売上高       

外部顧客への売上高 19,535 891 1,883 22,310 － 22,310

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 178 178 △178 －

計 19,535 891 2,061 22,488 △178 22,310

セグメント利益又は損
失(△)

1,285 △224 5 1,066 0 1,066

セグメント資産 42,959 443 2,621 46,024 △1,440 44,583

その他の項目       

減価償却費 1,205 0 72 1,278 － 1,278

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

4,314 9 257 4,581 － 4,581

　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額０百万円及びセグメント資産の調整額△1,440百万円は、セ

　　　　　　グメント間取引消去によるものであります。

 ２．セグメント利益又は損失（△）は連結財務諸表の営業利益と調整を行なっております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

　２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　　　　 　 　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

　　　　　　　 (2）有形固定資産

          　   本邦以外に所在してる有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

　          　 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

　　　　　　　　りません。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

　２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　　　　 　 　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

　　　　　　　 (2）有形固定資産

          　   本邦以外に所在してる有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

渡辺パイプ株式会社 2,301 管工機材分野
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 管工機材分野 水処理分野
各種プラスチック

成形分野
全社・消去 合計

減損損失 32 14 － － 46

 

　　当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

    （単位：百万円）

 管工機材分野 水処理分野
各種プラスチック

成形分野
全社・消去 合計

減損損失 21 8 － － 29

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。
 
当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 
１株当たり純資産額 2,396円12銭

１株当たり当期純利益金額 61円05銭
 

 
１株当たり純資産額 2,394円32銭

１株当たり当期純利益金額 42円82銭
 

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(1）１株当たり純資産額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

純資産の部の合計額

（百万円）
36,327 36,085

純資産の部の合計額から控除される金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 36,327 36,085

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
15,161,071 15,071,231

 

(2）１株当たり当期純利益金額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
925 648

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
925 648

期中平均株式数（株） 15,161,127 15,131,146

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,100 1,100 0.40 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － 　－

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

小計 1,100 1,100 － －

内部取引の消去 550 550 － －

合計 550 550 － －

　（注）「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高　　　　　（百万円） 5,440 11,099 16,808 22,310

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額　　　（百万円）
336 730 1,156 1,029

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益金額（百万円）
205 459 755 648

１株当たり四半期（当期）純

利益金額　　　　　　（円）
13.56 30.28 49.87 42.82

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）　　　　　（円）

13.56 16.71 19.59 △7.14
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,213 8,103

受取手形 2,722 2,241

電子記録債権 1,884 2,364

売掛金 3,289 3,552

有価証券 4,091 3,504

商品及び製品 1,828 1,665

仕掛品 539 459

原材料及び貯蔵品 372 399

繰延税金資産 251 236

未収入金 ※１ 489 ※１ 460

未収消費税等 － 314

関係会社短期貸付金 550 550

その他 ※１ 47 ※１ 42

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 25,279 23,893

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,229 6,493

構築物 195 674

機械及び装置 1,210 2,113

工具、器具及び備品 348 300

土地 3,924 3,928

建設仮勘定 2,003 282

その他 12 23

有形固定資産合計 10,924 13,816

無形固定資産   

ソフトウエア 276 438

その他 1 1

無形固定資産合計 278 440

投資その他の資産   

投資有価証券 5,057 3,570

関係会社株式 875 875

出資金 168 157

保険積立金 459 461

その他 176 191

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 6,734 5,252

固定資産合計 17,936 19,509

資産合計 43,216 43,403
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 512 580

買掛金 ※１ 2,516 ※１ 2,450

未払金 683 1,009

未払費用 ※１ 1,116 1,218

未払法人税等 267 111

未払消費税等 212 －

賞与引当金 397 391

役員賞与引当金 40 40

災害損失引当金 80 －

設備関係支払手形 121 494

その他 76 130

流動負債合計 6,025 6,428

固定負債   

繰延税金負債 401 262

退職給付引当金 22 55

資産除去債務 203 207

その他 64 64

固定負債合計 692 590

負債合計 6,718 7,018

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,387 3,387

資本剰余金   

資本準備金 6,363 6,363

資本剰余金合計 6,363 6,363

利益剰余金   

利益準備金 846 846

その他利益剰余金   

別途積立金 22,210 22,210

繰越利益剰余金 3,364 3,556

利益剰余金合計 26,421 26,613

自己株式 △650 △750

株主資本合計 35,520 35,613

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 976 770

評価・換算差額等合計 976 770

純資産合計 36,497 36,384

負債純資産合計 43,216 43,403
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 20,121 20,427

売上原価 ※２ 13,321 ※２ 13,626

売上総利益 6,799 6,801

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 5,791 ※１,※２ 5,740

営業利益 1,007 1,060

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※２ 148 ※２ 111

投資事業組合運用益 8 0

受取賃貸料 87 87

受取保険金 12 14

その他 49 33

営業外収益合計 307 248

営業外費用   

支払手数料 6 15

賃貸費用 9 9

その他 0 1

営業外費用合計 16 26

経常利益 1,298 1,282

特別利益   

固定資産売却益 1 1

保険差益 30 －

災害損失引当金戻入額 205 3

投資有価証券売却益 － 16

特別利益合計 238 21

特別損失   

固定資産売却損 3 6

固定資産除却損 28 7

減損損失 46 29

関係会社株式評価損 21 －

工場建替関連費用 － 228

その他 － 5

特別損失合計 99 277

税引前当期純利益 1,437 1,026

法人税、住民税及び事業税 641 382

法人税等調整額 △1 △2

法人税等合計 639 379

当期純利益 797 646
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 3,387 6,363 6,363 846 22,210 2,799 25,856 △650 34,956

会計方針の変更によ
る累積的影響額

  －   184 184  184

会計方針の変更を反映
した当期首残高

3,387 6,363 6,363 846 22,210 2,983 26,040 △650 35,140

当期変動額          

剰余金の配当      △416 △416  △416

当期純利益      797 797  797

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

         

当期変動額合計 - - - - - 380 380 △0 380

当期末残高 3,387 6,363 6,363 846 22,210 3,364 26,421 △650 35,520

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 675 675 35,631

会計方針の変更によ
る累積的影響額

  184

会計方針の変更を反映
した当期首残高

675 675 35,816

当期変動額    

剰余金の配当   △416

当期純利益   797

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

301 301 301

当期変動額合計 301 301 681

当期末残高 976 976 36,497
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当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 3,387 6,363 6,363 846 22,210 3,364 26,421 △650 35,520

当期変動額          

剰余金の配当      △454 △454  △454

当期純利益      646 646  646

自己株式の取得        △99 △99

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

         

当期変動額合計 － － － － － 191 191 △99 92

当期末残高 3,387 6,363 6,363 846 22,210 3,556 26,613 △750 35,613

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 976 976 36,497

当期変動額    

剰余金の配当   △454

当期純利益   646

自己株式の取得   △99

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

△205 △205 △205

当期変動額合計 △205 △205 △113

当期末残高 770 770 36,384
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【注記事項】

（重要な会計方針）

（イ）有価証券の評価基準及び評価方法

 ①満期保有目的の債券

  償却原価法（定額法）を採用しております。

 ②子会社株式

  移動平均法による原価法を採用しております。

 ③その他有価証券

 時価のあるもの

    決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、時価と比較する取得

原価は移動平均法により算定）を採用しております。

 時価のないもの

    移動平均法による原価法を採用しております。

 
（ロ）たな卸資産の評価基準及び評価方法

 ①商品、製品、原材料、仕掛品

　 　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）を採用して

おります。

 ②貯蔵品

　 　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）を採

用しております。
 
（ハ）固定資産の減価償却の方法

 ①有形固定資産（リース資産を除く）

　 　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用して

おります。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 建物           　　３～50年

 機械及び装置   　　８～17年

 工具、器具及び備品　２～20年

 ②無形固定資産（リース資産を除く）

　 　ソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
 

（ニ）引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

　 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 ②賞与引当金

　 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上して

おります。

 ③役員賞与引当金

  　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上してお

ります。

 ④退職給付引当金

　 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

　 　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を費用処理しております。

　 　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 ⑤災害損失引当金

　 　雪害により被災した資産の現状回復に要する費用等の支出に備えるため、見積額を計上しております。
 

（ホ）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 　消費税等の会計処理

 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

EDINET提出書類

前澤化成工業株式会社(E00861)

有価証券報告書

68/79



（会計方針の変更）

　（企業結合会計に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。)

及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。)等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しておりま

す。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額

の見直しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)及び事業分離等会計基準第57－４項(４)

に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、財務諸表に与える影響はありません。

 

（表示方法の変更）

　　該当事項はありません。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権債務

 
　前事業年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当事業年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

短期金銭債権 ３百万円 ５百万円

短期金銭債務 ８ ８

 

（損益計算書関係）

　※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度62％、当事業年度61％、一般管理費に属する費用のおおよそ

　　　の割合は前事業年度38％、当事業年度39％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当事業年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

運送費及び保管費 1,867百万円 1,958百万円

給与及び手当 1,409 1,431

賞与引当金繰入額 188 186

退職給付費用 71 75

役員賞与引当金繰入額 40 40

賃借料 306 308

減価償却費 94 86

研究開発費 354 329

 

※２　関係会社との取引高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前事業年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　平成26年４月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

営業取引 122百万円  248百万円

営業取引以外の取引 ２  １

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額875百万円、前事業年度の貸借対照表計上額875百万円）は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 23百万円 15百万円

賞与引当金 130  120

貸倒引当金 0  0

退職給付引当金 7  16

資産除去債務 65  63

たな卸資産評価損 46  38

ゴルフ会員権評価損 24  23

その他 108  112

繰延税金資産小計 405  389

評価性引当額 △67  △50

繰延税金資産合計 338  338

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △460  △338

その他 △29  △26

繰延税金負債合計 △489  △364

繰延税金資産（負債）の純額 △150  △26

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.38％  32.83％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.15  3.32

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.71  △0.54

住民税均等割 2.63  3.69

法人税額の特別控除額 △1.53  △4.11

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.77  1.40

その他 1.82  0.40

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.52  37.00

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」(平成
28年法律第13号)が平成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等の引
下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率
は、前事業年度の計算において使用した32.06％から平成28年4月1日に開始する事業年度及び平成29年4月1日に開始
する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.69％に、平成30年4月1日に開始する事業年度以降に解消が
見込まれる一時差異については30.46％になります。
　この税率変更により、繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を控除した金額)は３百万円減少し、法人税等調
整額が14百万円、その他有価証券評価差額金が17百万円それぞれ増加しております。
 
 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区　分 資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

　当期末残高
（百万円）

減価償却累計額
（百万円）

有形固定資
産

建物 3,229 3,538
11

(8)
262 6,493 4,236

構築物 195 531
2

(2)
50 674 556

機械及び装置 1,210 1,332
15

(10)
413 2,113 8,970

車両運搬具 12 21 0 9 23 88

工具、器具及び備品 348 366
7

(6)
407 300 16,844

土地 3,924 3 － － 3,928 －

建設仮勘定 2,003 282 2,003 － 282 －

計 10,924 6,077
2,040

(27)
1,144 13,816 30,696

無形固定資

産

ソフトウエア 276 250
1

(1)
86 438 478

電話加入権 1 － － － 1 －

計 278 250
1

(1)
86 440 478

(注)１　「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　　２　 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

 （1） 建物    

 

 

 

 

熊谷工場

熊谷工場

第一工場　新棟

第一工場新棟　ＭＰ盤幹線電源工事
 

 

 

2,254百万円

112百万円

 （2） 構築物    

  熊谷工場

熊谷工場

第二工場　南側アーケード本体

50ｔサイロ架台

 180百万円

46百万円

 （3） 機械及び装置    

  熊谷工場 ３号配合装置  133百万円

 

 

 

 

熊谷工場

熊谷工場

２号配合装置

１号配合装置

 91百万円

90百万円

 （4） 工具、器具及び備品    

  熊谷工場 金型  256百万円

  熊谷工場

熊谷工場

第一工場　ＩＴＶ設備

金属バルブソケット耐圧試験装置

 ９百万円

７百万円

  (5) 土地    

  熊谷工場 第一工場建て替えに伴う取得  ３百万円

 （6） 建設仮勘定    

  熊谷工場 ４号押出ライン更新、金型増設  50百万円

 （7） ソフトウエア    

  熊谷工場 生産管理システム　開発費用  89百万円

  熊谷工場 原価計算システム　開発費用  31百万円

 

　　３　 当期減少額の主なものは、次のとおりであります。

 （1） 機械及び装置    

  熊谷工場 製品自動倉庫ＡＯパネルＰＣ  ２百万円
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【引当金明細表】

(単位：百万円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 5 1 2 4

賞与引当金 397 391 397 391

役員賞与引当金 40 40 40 40

災害損失引当金 80 － 80 －

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し

 
 

　　取扱場所

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

 

株主名簿管理人

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

 

取次所    ───────

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

　当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他

やむを得ない事由によって電子公告ができない場合の公告方法は、東京

都において発行する日本経済新聞に掲載する方法により行います。

http://www.maezawa-k.co.jp/

株主に対する特典
　毎年９月30日現在の保有株式数100株以上の株主に対して新潟県産新米

３㎏を贈呈

　（注） 　  当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を

行使することができません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第61期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）平成27年６月23日関東財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成27年６月23日関東財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

（第62期第１四半期）（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）平成27年８月12日関東財務局長に提出

（第62期第２四半期）（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）平成27年11月12日関東財務局長に提出

（第62期第３四半期）（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）平成28年２月10日関東財務局長に提出

 

(4）臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書を平成27年６月26日関東財務局長に提出

 

(5）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成27年11月１日　至平成27年11月30日)　平成27年12月11日関東財務局長に提出

報告期間（自平成27年12月１日　至平成27年12月31日)　平成28年１月15日関東財務局長に提出

報告期間（自平成28年１月１日　至平成28年１月31日)　平成28年２月15日関東財務局長に提出

報告期間（自平成28年２月１日　至平成28年２月29日)　平成28年３月15日関東財務局長に提出

 

EDINET提出書類

前澤化成工業株式会社(E00861)

有価証券報告書

75/79



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成28年６月28日

前 澤 化 成 工 業 株 式 会 社  

 取　締　役　会　御　中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 江 島   智     ㊞

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 吉　田　亮　一　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている前澤化成工業株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、前澤

化成工業株式会社及び連結子会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、前澤化成工業株式会社の平

成２８年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、前澤化成工業株式会社が平成２８年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                                                                     以 上

 

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成28年６月28日

前 澤 化 成 工 業 株 式 会 社  

 取　締　役　会　御　中  

 

 新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 江 島   智 　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 吉　田　亮　一　　㊞

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている前澤化成工業株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第６２期事業年度の財務諸表、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を
行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、前澤化成

工業株式会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                                                                      以 上

 
 
　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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